
平成２２年３月定例会 審議結果 

 

＜議会日誌＞ 

２月１２日（金）  議会運営委員会  

３月定例会 

２月１９日（金）  本会議第１日（提案説明） 

 ３月 １日（月）  本会議第２日（代表質問） 

   ２日（火）  本会議第３日（代表質問・個人質疑、委員会付託） 

４日（木）  総務委員会 

   ５日（金）  総務委員会、環境経済委員会 

   ８日（月）  民生委員会 

   ９日（火）  民生委員会、建設委員会 

  １０日（水）  文教委員会 

  １１日（木）  議会運営委員会 

  １６日（火）  議会運営委員会 

  １７日（水）  議会運営委員会 

  １９日（金）  本会議第４日（一般質問）、議会運営委員会 

  ２３日（火）  本会議第５日（一般質問） 

  ２４日（水）  本会議第６日（一般質問） 

２５日（木）  本会議第７日（委員長報告、採決）、議会運営委員会 

 

＜審議結果一覧＞ 

番 号 件     名 
付託 

委員会 

本会議の

議決結果

議案第 １号 平成２２年度相模原市一般会計予算 
各 所 管

委 員 会

可 決 
(賛成多数)

議案第 ２号 平成２２年度相模原市国民健康保険事業特別会計予算 民  生
可 決 

(賛成多数)

議案第 ３号 平成２２年度相模原市下水道事業特別会計予算 建  設
可 決 

(賛成多数)

議案第 ４号 平成２２年度相模原市老人保健医療事業特別会計予算 民  生
可 決 

(賛成総員)

議案第 ５号 平成２２年度相模原市自動車駐車場事業特別会計予算 建  設
可 決 

(賛成多数)

議案第 ６号 平成２２年度相模原市介護保険事業特別会計予算 民  生
可 決 

(賛成多数)

議案第 ７号 平成２２年度相模原市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計予算 民  生
可 決 

(賛成総員)

議案第 ８号 平成２２年度相模原市簡易水道事業特別会計予算 建  設
可 決 

(賛成総員)

議案第 ９号 平成２２年度相模原市財産区特別会計予算 総  務
可 決 

(賛成総員)



議案第１０号 平成２２年度相模原市農業集落排水事業特別会計予算 建  設
可 決 

(賛成総員)

議案第１１号 平成２２年度相模原市後期高齢者医療事業特別会計予算 民  生
可 決 

(賛成多数)

議案第１２号 平成２２年度相模原市公債管理特別会計予算 総  務
可 決 

(賛成多数)

議案第１３号 
相模原市特別会計条例及び相模原市減債基金条例の一部を改正

する条例について 
総  務

可 決 
(賛成多数)

議案第１４号 相模原市手数料条例の一部を改正する条例について 総  務
可 決 

(賛成総員)

議案第１５号 
相模原市一般職の給与に関する条例及び相模原市一般職の職員

の勤務条件に関する条例の一部を改正する条例について 
総  務

可 決 
(賛成多数)

議案第１６号 
相模原市職員の特殊勤務手当に関する条例の一部を改正する条

例について 
総  務

可 決 
(賛成多数)

議案第１７号 相模原市立診療所条例について 民  生
可 決 

(賛成総員)

議案第１８号 相模原市立緑第一障害者地域活動支援センター条例について 民  生
可 決 

(賛成総員)

議案第１９号 相模原市立児童館条例の一部を改正する条例について 民  生
可 決 

(賛成総員)

議案第２０号 相模原市産業集積促進条例の一部を改正する条例について 環境経済
可 決 

(賛成多数)

議案第２１号 相模原市地球温暖化対策推進基金条例について 環境経済
可 決 

(賛成総員)

議案第２２号 相模原市都市公園条例の一部を改正する条例について 環境経済
可 決 

(賛成総員)

議案第２３号 相模原市営霊園条例の一部を改正する条例について 環境経済
可 決 

(賛成総員)

議案第２４号 相模原市景観条例について 建  設
可 決 

(賛成総員)

議案第２５号 相模原市市営住宅条例の一部を改正する条例について 建  設
可 決 

(賛成多数)

議案第２６号 包括外部監査契約の締結について 総  務
可 決 

(賛成総員)

議案第２７号 不動産の処分について 民  生
可 決 

(賛成総員)

議案第２８号 損害賠償額の決定について 環境経済
可 決 

(賛成総員)

議案第２９号 損害賠償額の決定について 総  務
可 決 

(賛成総員)

議案第３０号 

指定管理者の指定について 

（相模原市立青野原診療所、相模原市立千木良診療所及び相模原

市立藤野診療所） 

民  生
可 決 

(賛成多数)

議案第３１号 市道の廃止について 建  設
可 決 

(賛成総員)

議案第３２号 市道の認定について 建  設
可 決 

(賛成総員)

議案第３３号 平成２１年度相模原市一般会計補正予算（第８号） 
各 所 管

委 員 会

可 決 
(賛成多数)



議案第３４号 
平成２１年度相模原市国民健康保険事業特別会計補正予算（第３

号） 
民  生

可 決 
(賛成総員)

議案第３５号 平成２１年度相模原市下水道事業特別会計補正予算（第３号） 建  設
可 決 

(賛成総員)

議案第３６号 
平成２１年度相模原市自動車駐車場事業特別会計補正予算（第１

号） 
建  設

可 決 
(賛成総員)

議案第３７号 平成２１年度相模原市介護保険事業特別会計補正予算（第２号） 民  生
可 決 

(賛成多数)

議案第３８号 固定資産評価審査委員会の委員の選任について（原 清助氏） － 
同 意 

(賛成総員)

議案第３９号 土地利用審査会の委員の選任について（佐野一松氏） － 
同 意 

(賛成総員)

議案第４０号 土地利用審査会の委員の選任について（中里俊章氏） － 
同 意 

(賛成総員)

議案第４１号 土地利用審査会の委員の選任について（大久保博通氏） － 
同 意 

(賛成総員)

議案第４２号 土地利用審査会の委員の選任について（鈴木史比古氏） － 
同 意 

(賛成総員)

議案第４３号 土地利用審査会の委員の選任について（石川幹子氏） － 
同 意 

(賛成総員)

議案第４４号 土地利用審査会の委員の選任について（平山廣司氏） － 
同 意 

(賛成総員)

議案第４５号 土地利用審査会の委員の選任について（加藤仁美氏） － 
同 意 

(賛成総員)

委員会提出議案第１号 
相模原市議会議員定数及び各選挙区選出議員数に関する条例に

ついて 
－ 

可 決 
(賛成多数)

議提議案第１号 
「ヒロシマ、ナガサキ議定書」のＮＰＴ再検討会議での採択に向

けた取り組みを求める意見書 
－ 

可 決 
(賛成総員)

議提議案第２号 
相次ぐ米軍艦載機の部品落下事故の原因究明と再発防止を求め

る意見書 
－ 

可 決 
(賛成総員)

議提議案第３号 栄養教諭の配置促進を求める意見書 － 
可 決 

(賛成総員)

陳情第２６号 
細菌性髄膜炎を予防するワクチンの早期定期予防接種化を求め

ることについて 
民  生 継続審査

陳情第３０号 栄養教諭の配置促進について 文  教
採 択 

(賛成総員)

陳情第 １号 天皇陛下の政治利用に反対することについて 総  務
採 択 

(賛成多数)

陳情第 ２号 永住外国人への地方参政権付与に反対することについて 総  務 継続審査

陳情第 ３号 常任委員会の傍聴席の位置の改善について 議会運営
不採択 

(賛成少数)

 

 

 

 

 



＜可決された意見書＞ 

「ヒロシマ、ナガサキ議定書」のＮＰＴ再検討会議での採択に向けた取り組みを求める意見書 

 我が国は、世界で唯一の被爆国であり、核兵器の廃絶と世界恒久平和の実現は、国民共通の願いである。

私たちは国際社会の一員として、その平和の実現と人類の繁栄のために不断の努力を続け、先導的な役割を

果たしていかなければならない。 

相模原市は、地球上からすべての核兵器が廃絶され、世界の恒久平和が実現することを願って、昭和５９

年に「核兵器廃絶平和都市」を宣言した。以来、平和意識の高揚のため、様々な市民レベルでの取り組みが

行われている。 

 昨年４月、オバマ米国大統領の、「核兵器のない世界」に向けた演説以降、核軍縮・核不拡散への機運が高

まっており、１２月の国連総会においては、核軍縮を訴える決議案が圧倒的多数により採択されるなど、世

界レベルで核兵器廃絶へ向かう好機が到来しているところである。 

 こうした歴史的な流れをさらに確実なものとし、核兵器廃絶を早期に実現するためには、明確な期限を定

めて、核保有国を初め各国政府が核兵器廃絶に取り組む必要があると考える。 

 よって、本市議会は、国是である非核三原則が遵守され、すべての核兵器が廃絶されることを強く希求し、

国会及び政府におかれて「ヒロシマ、ナガサキ議定書」の趣旨に賛同し、ＮＰＴ再検討会議において同議定

書を議題として提案していただくとともに、その採択に向け、核保有国を初めとする各国政府に働きかけて

いただくよう強く要望するものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 国  会 

 内  閣  

 

  平成２２年３月２５日 

 

相 模 原 市 議 会     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ て 



＜可決された意見書＞ 

相次ぐ米軍艦載機の部品落下事故の原因究明と再発防止を求める意見書 

平成２２年３月４日、第５空母航空団所属の空母艦載機の部品が紛失する事故が発生した。洋上あるいは

地上に落下した可能性があるとのことだが、本年１月２８日にも、同航空団所属の空母艦載機から部品が落

下し、綾瀬市内の民家を破損させた事故が発生したばかりであり、一歩間違えば人命にかかわる重大な事故

が続発したことは、日ごろの安全管理のあり方に強い不信感を持つとともに、極めて遺憾な事態である。 

また、その原因究明や再発防止策も公表されていない中、本市域においても連日のように早朝から空母艦

載機の飛行が行われていることは、日ごろから騒音と墜落の危険に苦しめられている市民にとって、ますま

す不安を募らせるものである。 

よって本市議会は、安全・安心な市民生活の実現を切実に願い、度重なる部品落下事故の発生に抗議する

とともに、今後、このような事故が発生しないよう、国会及び政府におかれて、米国政府が次の措置をとる

よう強く要請することを求めるものである。 

１ 今回及び本年１月の事故に関し、早急に事故原因を究明し、再発防止策を徹底するとともに、その結果

を速やかに公表すること。 

２ 安全性の確保を最優先し、航空機の整備点検・管理体制の検証を実施すること。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 国  会 

 内  閣  

 

  平成２２年３月２５日 

 

相 模 原 市 議 会     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

あ て 



＜可決された意見書＞ 

栄養教諭の配置促進を求める意見書 

 近年、国民の食生活をめぐる環境が大きく変化し、栄養の偏り、不規則な食事、肥満や生活習慣病の増加、

加えて、食の海外への依存、食の安全性等、様々な問題が生じており、食に関する知識と食を選択する力を

習得し、健全な食生活を実践することができる人間を育てる食育を推進することが喫緊の課題となっている。

 このことから、平成１７年６月に食育基本法が施行され、平成１８年３月には政府の食育推進基本計画が

策定された。 

子供たちが健全な食生活を実践することは、健康で豊かな人間性を育む基礎となるとともに、我が国が活

力と魅力にあふれた国として発展し続けていく上でも重要である。 

子供たちに対する食育を推進するためには、栄養教諭が中心となって、各学校での全体的な指導計画の策

定、教職員や家庭、地域との連携・調整、各教科等での指導への参画などに取り組むことが不可欠である。

よって、本市議会は、神奈川県におかれて、学校における食に関する指導の中核的な職として、学校栄養

職員の栄養教諭への円滑な移行に向けた取組など、栄養教諭の一層の配置を促進するよう強く要望するもの

である。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 神奈川県知事 あ て 

 

  平成２２年３月２５日 

 

相 模 原 市 議 会     

 

 


